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研究成果の概要（和文）：我が国はエネルギー資源の多くを海外からの輸入に頼っており，そのほとんどは船舶によっ
て輸送されている．本研究では，エネルギー資源を輸入する際の不確実性をリスクと考え，輸入先のカントリーリスク
と輸送ルート上の輸送リスクを定義した上で，輸入先の組み合わせと輸入量および輸送方法（船舶の割り当て）が与え
られたときの2つのリスクを評価するモデルを構築した．

研究成果の概要（英文）：In Japan, energy and natural resources are imported by the maritime transport. It 
is, therefore, necessary to consider procurement of overseas energy resources and risk management of 
resource transportation. In this work, we define country risk and chokepoint risk using portfolio theory. 
Then, we propose a model for determining import countries and its volume. Finally, we analyze the 
relationship between the transport cost and risk by means of the LLI's vessel movement database.

研究分野：社会システム工学
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１．研究開始当初の背景 
エネルギーの安全保障を強化することは，

国民生活，経済・社会活動，国防等，各国の
エネルギー政策において，重要なテーマの一
つである．資源エネルギー庁は，このエネル
ギー安全保障を強化するための一つの施策
として，地政学的リスクを低減することを挙
げている．この地政学的リスクには，①産資
源国におけるリスク（例えば，「外交ツール
としての利用」や「資源ナショナリズム」），
②消費国におけるリスク（例えば，「消費国
間の資源争奪」），③輸送ルート（主として船
舶による海上輸送）におけるリスク（例えば，
「テロや海賊」）などが含まれている．東日
本大震災以降，原子力発電所の稼働停止に伴
い，日本はますます海外のエネルギー資源へ
の依存度が高まっているのは周知の通りで
あり，上記①および②のリスクについて検討
が重ねられている．一方，③の輸送ルートに
おけるリスク（以下，輸送リスク）について
は，ほとんど議論が行われていないのが現状
である．この一つの要因は，データ整備等が
進んでおらず，リスクを定量的に評価するこ
とが難しいということだと考えられる．その
ような社会的背景のもと，定量的なリスク評
価指標として資源エネルギー庁のエネルギ
ー白書 2010 では，チョークポイント（物資
輸送ルートとして広く使われている狭い海
峡や運河）に対する依存度（チョークポイン
トを通過する原油の数量を合計し（チョーク
ポイントを複数回通過する場合は都度計上
する），総輸入量に対する割合）を定めてい
る．しかし，原油のみを対象とした，年間の
総輸入量に基づくマクロ的な分析にとどま
っており，地域的な特性や輸送形態（船舶の
諸元，輸送ルート，船団の規模など）は考慮
されていない．また，近年急速に活動が活発
化している海賊については触れられていな
いため，リスク評価指標として不十分である．
そのため，実際の輸送形態に基づいた新たな
リスク評価指標を定義するとともに，輸送リ
スクの経済性評価を行い，輸送リスク低減の
ためのシナリオ分析を行う必要があると考
えられる． 

 
２．研究の目的 
本研究では，以下の 3 つの点に焦点を当て

て，研究を行う． 
(1) 輸送形態に基づくリスク評価指標の開

発と国間比較 
(2) 輸送リスクの経済性評価と感度分析 
(3) 輸送リスク低減のためのシナリオ分析

とツール開発 
まず，(1)では，従来の地形的な特性から静

的に定められたチョークポイントをもとに
リスク評価指標を定めていたが，時空間ネッ
トワークを活用して，これを船舶の輸送状況
や海賊の出没状況に応じて動的に定められ
るものへと拡張する．その上で，資源別にリ
スクを評価し，世界の代表的な国々を対象と

した国間比較を行う．そして，日本が抱える
資源の輸送リスクについて，その要因を洗い
出す． 
次に，(2)では，輸送リスクを細分化し，各

要因について事象の発生確率や発生した際
の影響度合いなどに基づいて貨幣換算を行
う．その際，輸送コストの実情を反映させる
ために，船社や損保会社などにヒアリング調
査を実施する．その上で，リスク評価指標に
関する感度分析を行い，限界効用を導出する． 
最後に，(3)では，(2)に基づいて輸送リスク

を低減するための複数のシナリオを考案し，
実施した際のコストと低減されるリスクと
の関係を分析する．さらに，輸送ルートに関
するシナリオの入力（例えば，海域の封鎖）
と，そのシナリオに基づいて輸送形態がどの
ように変化するのかという結果の可視化に
つ い て ， GIS （ Geographic Information 
System）を用いたツールも同時に開発する． 
 
３．研究の方法 
 前節で記述した 3つの研究目的に対し，以
下で述べる 9つのステップを順に行うことで
研究を遂行する． 
①船舶時空間ネットワークの構築：Lloyd's 
List Intelligence が提供している船舶動静
データベースとデジタル海上航路ネットワ
ークを用いて，船舶時空間ネットワークを構
築する．このステップでは，手作業によりデ
ジタル海上航路ネットワークのアップデー
トを行う． 
②海賊の出没状況の調査：国際海事局が公表
している最新の IMB Live Piracy Mapデータ
を入手し，直近の海賊出没状況を分析する．
そして，船舶時空間ネットワークと重ね合わ
せて，海賊リスクの動的な特性を把握する． 
③リスク評価指標の開発：船舶時空間ネット
ワークと上記②をもとに，単位時間当たりの
船舶の通航量，出航国と到着国の組合せ，通
航不能となった際の迂回距離などの情報を
もとに動的なリスク評価指標を定める． 
④国間比較：世界の代表的な国々を対象とし
て国別に比較を行い，日本が抱える資源の輸
送リスクについて，その要因を洗い出す． 
⑤輸送コストの現状調査：輸送コストの実情
について公にされているデータは少ないの
で，船社や損保会社などにヒアリング調査を
実施する．もし実情を把握できなかった場合
には，タンカーの運賃指標であるワールドス
ケールの考え方や Stopford(2009)を踏襲し
て定めることを検討する． 
⑥輸送リスクの経済性評価：前述の③のリス
ク評価指標と⑤の輸送コストの現状調査に
基づく輸送コスト，輸送ルートの選択率など
の関係を数理計画問題によって記述し（例え
ば，リスク評価指標最小化問題），一般的な
数理計画ソルバーによって求解する．もし，
最適解を得られないときには，メタヒューリ
スティックスを開発する． 
⑦感度分析と実現のための施策：リスク評価



指標を 1単位低下させるために必要となる輸
送コストの増分，つまり限界効用を求め，リ
スク低減の受益者とコストの負担者の関係
について，社会システムの観点から分析する． 
⑧シナリオの立案と分析：社会情勢や実現可
能性などを考慮して，複数のシナリオを立案
し，前述の⑥をもとにして，輸送リスクの低
減効果と輸送コストに関する分析を行う．得
られた結果に関して，関連省庁あるいは関係
団体に提示し，妥当性などを検証する． 
⑨GIS を用いたツール開発：海上封鎖や海賊
頻出海域などを地図上で指定した上で，許容
されるリスクやコスト負担増などを入力で
きるようなツールを開発する．分析結果とし
て得られる船舶の輸送ルートも同じツール
上で可視化する．ツールは一般的に利用され
ている Windows OSが稼働する PC上で動作す
るものとする． 
 
４．研究成果 
本研究では，エネルギー資源を輸入する際

の不確実性をリスクと考え，輸入先のカント
リーリスクと輸送ルート上の輸送リスクを
定義した上で，輸入先の組み合わせと輸入量
および輸送方法（船舶の割り当て）が与えら
れたときの 2つのリスクを評価するモデルを
構築する．本研究で想定するカントリーリス
クは，資源を輸出する国において固有に発生
するリスクとし，リスク事象の具体的な例を
挙げると，他国からの経済制裁による輸出の
禁止や軍事衝突などによる輸出困難などで
ある．カントリーリスク事案が生じると，輸
送方法に依らずその国からの輸入が完全に
途絶されると考える．また，輸送リスクは，
海賊リスクと海難事故リスクで構成される
ものとし，前者は輸送ルート上のチョークポ
イント（ホルムズ海峡，マラッカ海峡，ソマ
リア沖，スエズ運河，パナマ運河）を通る際
に海賊に遭遇する可能性，後者は，輸送中に
海難事故に遭遇する可能性を意味している．
輸送リスク事案が生じた場合，輸送中の船舶
のみが影響を受けると考える． 
 

(1)モデルの概略 
まず，輸入先のカントリーリスクを考慮し

て，ポートフォリオ選択理論を用いることで，
輸送コストを現状とほぼ変えずにリスクを
低減できる輸入先・輸入量を決定するカント
リ ー リ ス ク 評 価 モ デル （ Country risk 
assessment model ; CRAM）を構築する．次
に，輸送ルート上の輸送リスクを低減できる
船舶の割り当てを決定する輸送リスク評価
モデル（Transport risk assessment model ; 
TRAM）を構築する．この CRAMと TRAMは，一
方の入力が他方の出力によって決まるとい
う関係を持っている． 
CRAM に入力データとして輸入候補先毎の

船舶による平均輸送量と資源 1トン当たりの
輸送コストを与える．CRAMでは，その入力デ
ータをもとにカントリーリスクが最も低く

なる輸入量の割り当てを決定する． 
TRAM では，CRAM で求めた輸入量の割り当

てを入力データとして，輸送リスクが最も低
くなる船舶の割り当てを決定する．この段階
で，輸入先・輸入量・船舶の割り当てがきま
った 1 つの実行可能解を得ることができる．  
TRAMを解いた結果，輸入候補先毎の 1輸送

あたりの平均輸送量と資源 1トンあたりの輸
送コストが更新される．その更新された値を
CRAMの入力データとして与え，再び輸入量の
割り当てを求めるという一連のプロセスを
複数回繰り返すことで実行可能解を複数求
める．この繰り返し計算するモデルを ITSM
（Iterative Two Stage Model）と呼ぶこと
にする．ITSM で得られた複数の実行可能解は
2 つのリスク評価値に加え，輸入先や輸送ル
ートなどの情報を有しているので，地理情報
システムなどを利用して，解を可視化するこ
ともできる． 
 
(2)利用データ 
①平均輸送量 

船舶による 1度の輸送量を把握するために，
Lloyd's List Intelligence 社製の船舶動静
データを用いる．このデータをもとに，船舶
ID，出港地，着港地，出港日，着港日を 1 レ
コードとした航海データを作成する．そして，
到着国が日本かつ出発国が日本を除く国で
ある寄港実績を抽出し，出発国で集計するこ
とによって擬似的に輸入実績を推計する．た
だし，船舶動静データでは積み荷の状態（輸
送量）は明らかにされていないので，ここで
は 船 舶 の 載 貨 重 量 ト ン （ Dead Weight 
Tonnage; DWT）を輸送量として仮定する．ま
た，出発国が LNGの輸出国ではない場合，そ
の直前に出発した国を出発国とみなす補正
を行う． 
②輸送距離 
後述する輸送候補先毎の 1トンあたりの輸

送コストを定めるには，その国から日本まで
の船舶による輸送距離が必要となる．そこで，
船舶動静データとデジタル海上航路ネット
ワークを組み合わせることで，輸送距離を推
計する． 
③輸送コスト 
本研究では，LNG 1 トンあたりの輸送コス

トは「液化コスト＋船舶コスト＋気化コス
ト」で構成されるものと考える．まず，液化
コストと気化コストは地域や輸送量に関わ
らず一定とし，その値は森田[4,5]を参考に
決定する．次に，船舶コストは輸送距離に依
存すると考え，距離に比例して増加するコス
トと距離に依らないコストの和と仮定する．
さらに，船舶の輸送には規模の経済性（大き
い船舶ほど単位輸送コストが下がる）がある
ことを考慮し，日本郵船 LNG 船運航研究会 
[3]を参考に，輸入先 i から日本に載貨重量
トン Dの LNG船で輸送する際の 1トン当たり
の輸送コスト Ciを 
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と定義する．ただし，Giは定数であり，輸入
先毎に異なる．  
④カントリーリスク発生確率 
日本貿易保険 [2] は各国のカントリーリ

スクを Aから Hまでの 8段階に分類している．
この分類に基づき，ランク A（リスクの一番
低い国）であれば 0.125%，ランク H（リスク
の一番高い国）であれば 1%として 0.125%刻
みに 8段階で発生確率を与える． 
⑤輸送ルートと海賊との遭遇確率 
 船舶動静データと海上航路ネットワーク
を利用すると，輸入候補先から日本までの輸
送距離と同時に輸送ルートも定めることが
できる．輸送ルートが定まると，通航するチ
ョークポイントも定まることになる．それぞ
れのチョークポイントにおける海賊行為の
発生頻度は，国際海事局（International 
Maritime Bureau）によって公表されている
データで把握することができる．一方，海賊
行為が発生した地点・時点における船舶の通
航量を集計し，発生頻度との比をとることで，
海賊との遭遇確率とする． 
⑥海難事故発生確率 
小田野ら[1]は，出港から着港までの間の

衝突事故発生確率を，途中寄港地も含む港湾
での発生確率（1回の入出港で 5.1×10-5）と
航行中の発生確率（1海里の航海で 1.9×10-6）
の和で定めている．本研究でもこの値と輸入
先毎の輸送距離を用いて，衝突事故発生確率
を定める．ところで，衝突事故には軽微な事
故から船舶が沈没するような重大な事故ま
で様々な事故がある．そこで，輸送距離に基
づく衝突事故発生確率に，重大事故となる確
率を補正値として掛け合わせることで海難
事故発生確率を定義する． 
 
(3) カントリーリスク評価モデル（CRAM） 
①シナリオの定義 
CRAMでは，輸入先で発生した問題（カント

リーリスク事象）によりエネルギー資源を輸
入できない場合を想定し，幾つかのシナリオ
を作成する． 
本研究では，シナリオとして，(i)輸入候

補先毎にカントリーリスク事象が発生する
シナリオ，(ii)カントリーリスク事象が一切
生じない（輸送成功）シナリオを考える．し
たがって，輸入候補先が Nだけ存在した場合，
シナリオの数は N + 1となる．各シナリオの
生起確率は，(i)に対してはカントリーリス
ク発生確率を与え，(ii)に対しては 1から(i)
の生起確率の和を引いたものとする． 
ところで，カントリーリスク事象は同時に

複数発生することも考えられる．一般に，そ
れぞれのリスクが独立に発生すると考えれ
ば，その組合せの数は 2N となり（N は輸入
候補先の数），同じ数のシナリオを準備しな
ければならない．しかし，カントリーリスク
の発生確率を元に，複数のリスク事象が同時
に発生する確率を算出すると発生確率が非
常に小さくなることから，複数のリスク事象

が同時に発生するシナリオは起こらないも
のと考える．すなわち，シナリオは，「カン
トリーリスク事象が 1つ発生するシナリオ」，
「輸送成功シナリオ」のみを考える． 
②CRAMの定式化 

本研究では，カントリーリスクを現状より
低減できる輸入先・輸入量を求めるために分
散の値を最小化する CRAM を，数理計画法
を用いて以下のように定式化する． 
まず，輸入先の集合を I とし，シナリオの

集合を T とする．そして， 
ix ：輸入先 i の輸入比率 
iz ：輸入先 i から資源を輸入するかどうかを

表す 0-1 変数 
を決定変数とする．さらに，入力データとし
て，総輸入量（現状の輸入量）V，目標とす
る総輸送コスト W を与えるとともに，以下
を準備する． 

ic ：輸入先 i から日本までの 1 トンあたりの
輸送コスト 

is ：輸入先 i の供給可能量 
ia ：総輸入量 V に対する輸入先 i の単位輸入

量の比率 
itr ：シナリオ t 発生時の輸入先 i からの単位

輸入量 
tp ：シナリオ t の生起確率 
∑
∈

=
Tt

titi prr ：輸入先 i の期待単位輸入量 
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最後に，目的関数と制約式を以下に示す． 
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(4) 輸送リスク評価モデル（TRAM） 

①輸送リスクの定義 
TRAM では，輸入先から日本へエネルギー

資源を輸送する際に海難事故に遭遇する，ま
たは，チョークポイントを通航する際に海賊
に襲われることで資源の輸入量が変動する
リスクを輸送リスクと考える．(2)で述べたデ
ータを利用して，それぞれの輸入先 i の輸送
リスク発生確率 Qiを定める． 
さらに，使用する船舶の単位輸入量（DWT）

を u，輸送する回数を n とする．このとき，
輸送結果は輸送リスクにより輸送に失敗す
るか，輸送リスク事象が発生せずに輸送成功
するかのいずれかであり，n 回の独立な試行
を行ったときの成功数で表される二項分布
とみなすことができる．したがって，輸入先



i からの輸送において，失敗する可能性のあ
る資源輸入量の分散（輸送リスク）は，Qi (1 
- Qi) u2 n と一般化できる． 
②船舶のカテゴライズ 

TRAM では輸入先に対して船舶の割り当
てを決定する．2007 年に日本に LNG を輸送
した船舶は 131 隻ある．これらの船舶を輸入
先に割り当てようとすると，組み合わせの数
が膨大になってしまい，解を得るのが困難に
なってしまう．そこで，131 隻の船舶を 4 つ
のクラス（class1～class4）にカテゴリー分
けする．カテゴリー分けの基準は，船舶の載
貨重量トンの分布で差が大きいところとす
る．そして，カテゴリー分けした船舶の大き
さ（載貨重量トン）は，同じカテゴリーに選
ばれた船舶の平均載貨重量トンと仮定する．
TRAM では，このカテゴライズした船舶を輸
入先毎にどのように割り当てるかを決定す
る．  
③TRAMの定式化 
本研究では，輸送リスクが現状より低減で

きる船舶の割り当てを求めるためにリスク
の指標である分散を最小化する TRAM を，
数理計画法を用いて以下のように定式化す
る．まず，輸入先の集合を I とし，船舶のカ
テゴリーの集合を J とする．そして， 

ijn ：輸入先 i からカテゴリーj の船舶で輸送
する回数 

を決定変数とする．さらに，入力データとし
て，目標とする総輸送コスト W を与えると
ともに，以下を準備する． 

iju ：輸入先 i からカテゴリーj の船舶で輸送
する際の 1 輸送あたりの資源輸入量 

iα ：輸入先 i の輸送成功確率(1 - Qi)と失敗確
率 Qiの積 

iX ：CRAM で求めた輸入先 i の輸入比率 *
ix

から計算される資源輸入量（ *
ii VxX = ） 

ijb ：輸入先 i からカテゴリーj の船舶で輸送
する際の 1 輸送あたりのコスト 

ih ：輸入先 i から日本への輸送時間 
je ：カテゴリーj の船舶を一年間に使用でき

るのべ時間 
最後に，目的関数と制約式を以下に示す． 
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(5) ITSMの実行結果 

CRAM と TRAM を交互に繰り返し解く
ITSM を用いて，日本における 2007 年の
LNG 輸入を対象とした数値実験を行う．数
値実験における仮定を以下に示す． 
A) 輸入候補先は 2007 年に輸入実績のある

13 カ国とする． 
B) 各輸入候補先における供給可能量は年間

の輸入量の 2 倍とする． 
C) 日本における総需要は 2007 年の実績値

と同じとし，総輸送コストの上限も 2007
年の推計値と同じとする． 

D) 各輸入候補先からの単位輸送量は，各輸
入候補先から航行している船舶の平均輸
送量とする（1 回目に CRAM を解く際に
は船舶動静データの各輸入先の平均輸送
量を単位輸送量とする）． 

E) 使用できる船舶はカテゴライズ結果に基
づく． 

F) 輸送にかかる時間は，輸入先までの距離
に応じた航行時間（この時間は船舶に依
らない）に加え，LNG の積み込みに 1 日，
積み下ろしに 2 日かかるとする． 

以上の仮定をもとにパラメータを定めて，
IBM 社の数理計画のソルバーCPLEX12.4 を
用いて実行可能解が出せなくなるまで数値
実験を行った．ITSM によって得られた TSM
の実行可能解は，輸入量の割り当ては同じで
あるが，輸送方法が異なっている．よって，
TRAM の輸送方法を使用して，カントリーリ
スクの再計算をする．その結果，実行可能解
を 66 個得た．図 2 は，ITSM によって得ら
れた 66 個の実行可能解について，カントリ
ーリスクの標準偏差と輸送リスクの標準偏
差との関係を表した散布図である．横軸の標
準偏差はカントリーリスクによって 1輸送当
たりの失う可能性のある LNG 量（トン）を，
縦軸の標準偏差は輸送リスクによって 1 年間
で失う可能性のある総 LNG 量（トン）を表
している．図 2 の赤いラインは 2007 年の貿
易統計の輸入先毎の LNG 輸入比率でカント
リーリスクを計算した結果である．この結果
から，ITSM で得られた全ての実行結果は，
現状よりカントリーリスクが低いことがわ
かる． 
 次に，輸送リスクが最小となった解につい
て，輸入先毎の輸入量と割り当てられた船舶
を図 3 に示す（CRAM で決定した輸入先毎の
LNG 輸入量の割り当てを円の大きさで表し，
TRAM で決定した 4 つのカテゴリーの船舶
の使用比率を円の中の 4色の比率で表してい
る）．図 3 を詳しく見ると，チョークポイン
トを通航せずに輸送できる輸入先の輸送に
は大きい LNG 船を使用している．また，チ
ョークポイントを通航する必要のある輸入
先の輸送には小さい LNG 船を使用すること
で輸送リスクを低減することができている
ことがわかる． 
以上の結果から，2007 年時点ではカント

リーリスクと輸送リスクの重視する比率を
決めれば，現状より輸送コストを増加させる
ことなく，リスクを低減できる最良な LNG
の輸入先・輸入量と輸送方法を求めることが
できることがわかる． 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2．実行結果の散布図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3．輸送リスクが最小となった実行結果 
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